
第２期山口県まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案）について 

 
１ 戦略（素案）の概要                     

  第１期総合戦略に掲げる「３つの基本的な施策の方向」及び「４つの政 

策の基本目標」の枠組みを維持し、やまぐち維新プランをベースに、第１ 

期総合戦略の検証結果を反映するとともに、国の基本方針を勘案して作成 

［戦略構成］政策の基本目標と施策展開等からなる「戦略本体」と具体的 

取組を記載した行動計画の「アクションプラン」の２部構成 

［対象期間］令和２年度（2020年度）から令和６年度（2024年度）まで 

○維新プランの重点施策に基づく取組及び成果指標は全て取り込む 

○本県への新しい人の流れの強化などの検証結果への対応、及び国の基

本方針の新たな視点を踏まえ、「Society5.0」「関係人口」「人づくり」

「誰もが活躍できる地域社会」「SDGs」などを施策の柱立て等に反映 

○国の第２期総合戦略（１２月末公表予定）や検証結果に基づく具体的な

取組等は、最終案でアクションプラン等に適宜追加記載 

※第１期総合戦略との体系比較は裏面のとおり 

  

２ 基本目標及び各施策のＫＰＩの設定              

  人口減少の克服に向け、「４つの政策の基本目標」の現行項目を引き続き

掲げ、ＫＰＩは維新プランの成果指標に加え、必要な指標を追加・補強 

なお、目標数値は、国の第２期総合戦略等を踏まえ、最終案で設定 

【基本目標】  

区分 第１期（目標数値） 第２期（項目） 

雇用 ５年間で若年者６千人の雇用の場を創出 若者や女性の雇用の場の創出 

人材

定着 

10年後の転出入者数の均衡に向け、 

Ｒ１までに転出超過を半減 
転出超過の抑制 

少子化 
15年後の合計特殊出生率「1.9」に向け、

Ｒ１までに「1.65」に向上 
合計特殊出生率の向上 

地域 元気生活圏づくり推進方針策定(１８市町) 元気生活圏に取り組む地域数 

   

３ 今後のスケジュール                    

１２月中旬 パブリックコメントの実施 

２月下旬 最終案※の提示 ※目標数値や令和２年度予算等を追記 

３月下旬 策定・公表 

資料１ 



第１期戦略

施策の柱（12） 施策の柱（17） 施策展開（51） ＫＰＩ（115）

雇用を生み出す産業
力の強化

雇用を生み出す産業
力の強化

地域の雇用を支える
中堅・中小企業の応
援

地域の雇用を支える
中堅・中小企業の応
援

地域の新たな担い手
の受け皿となる元気
な農林水産業の育成

地域の新たな担い手
の受け皿となる元気
な農林水産業の育成

幅広い産業・地域を
活性化させる観光の
振興

幅広い産業・地域を
活性化させる観光の
振興

― 国内外の新たな市場
獲得の促進

―
やまぐちの未来を支
える人づくりの推進

やまぐちへの定着促
進

若者や女性のやまぐ
ちへの定着促進

やまぐちへのひとの
還流・移住の推進

やまぐちへのひとの
還流・移住の推進

―
関係人口の創出・拡
大

子育てしやすい環境
づくり

子育てしやすい環境
づくり

次代を拓く教育の充
実

―

―
ワーク・ライフ・バ
ランスを実現する働
き方改革の推進

―
Society5.0の実現
に向けた新たな社会
ｼｽﾃﾑづくりへの挑戦

にぎわいや交流を生
みだす「まち」の活
性化

にぎわいや交流を生
みだす「まち」の活
性化

活力ある中山間地域
づくりの推進

活力ある中山間地域
づくりの推進

安心して暮らせる地
域づくり

安心して快適に暮ら
せる地域づくり

―
誰もが活躍できる地
域社会の実現

地域連携による経
済・生活圏の形成

地域連携による経
済・生活圏の形成

「第１期総合戦略」と「第２期総合戦略（素案）」の体系比較

（資料）施策とＳＤＧｓの関連表

基本的な
施策の方向

政策の
基本目標

第２期戦略（素案）

①「やまぐち維
新プラン」の重
点施策に基づく

取組

②国の基本方針
を踏まえた新た
な取組　等

①「やまぐち維
新プラン」の成

果指標

②新規取組や体
系再構築等に伴
う指標の追加・

補強　等

産業振興
による雇
用の創出

時代に対
応した持
続可能な
地域社会
の形成

「住みやす
い地域社
会」を創
る！

結婚・出
産・子育
て環境の
整備

「少子化の
流れ」を変
える！

「社会減の
流れ」を断
ち切る！

やまぐち
の次代を
担う人材
の育成と
定着・還
流・移住
の推進


